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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等   

売上高（千円） 3,968,190 3,542,246 3,976,015 10,100,742 8,063,681

経常利益（千円） 290,772 25,530 151,153 977,069 141,831

中間（当期）純利益又は 
中間純損失（△） （千円） 

149,043 △2,464 71,646 464,331 46,731

純資産額（千円） 6,663,531 6,864,832 7,087,176 6,915,881 6,921,457

総資産額（千円） 12,223,245 11,464,783 11,743,487 12,600,853 11,595,367

１株当たり純資産額（円） 1,160.40 1,021.36 860.03 1,221.88 1,037.89

１株当たり中間（当期）純利
益又は１株当たり中間純損失
（△）      （円） 

25.87 △0.36 8.97 78.97 5.90

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 54.5 59.9 58.3 54.9 59.7

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

190,779 223,901 210,745 390,452 △118,405

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△88,723 9,283 △94,440 △340,156 232,474

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△105,070 △97,882 △103,015 △410,690 △89,835

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

3,035,036 2,793,832 2,696,051 2,658,529 2,682,762

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

118 
（23）

129
（30）

125
（30）

112 
（22）

124
（30）

(2）提出会社の経営指標等   

売上高（千円） 3,834,640 3,442,585 3,767,765 9,097,278 7,752,328

経常利益（千円） 240,665 38,145 158,380 784,016 200,930

中間（当期）純利益（千円） 133,885 18,979 86,961 737,984 106,307

資本金（千円） 669,700 669,700 669,700 669,700 669,700

発行済株式総数（千株） 5,778 6,933 8,320 5,778 6,933

純資産額（千円） 6,216,770 6,705,672 6,735,606 6,737,141 6,795,403

総資産額（千円） 10,590,439 10,760,238 10,957,308 11,896,367 10,966,924



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 次のとおり株式分割を行っております。 

  

  

  

1株当たり中間（当期）純利益又は1株当たり中間純損失の算出にあたっては、平成16年５月20日付及び平成17年５月20

日付の株式分割がそれぞれ期首に行われたものとして計算しております。 

  

４．第63期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

１株当たり純資産額（円） 1,082.60 997.68 846.56 1,190.52 1,018.97

１株当たり中間（当期）純利
益（円） 

23.24 2.81 10.89 126.96 14.75

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 15.00 15.00

自己資本比率（％） 58.7 62.3 61.5 56.6 62.0

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

102 
（12）

110
（21）

110
（22）

103 
（14）

110
（21）

割当日 株式発行日 割当比率 

平成16年３月31日 平成16年５月20日 1：1.2 

割当日 株式発行日 割当比率 

平成17年３月31日 平成17年５月20日 1：1.2 

割当日 株式発行日 割当比率 

平成18年３月31日 平成18年４月１日 1：1.2 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員、パートタイマーを含んでおります。）は（ ）内に当中間連

結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、特定セグメントの割合が高いため、共通部門のみ分けて記載しておりま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（嘱託社員、パートタイ

マーを含んでおります。）は、中間会計期間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

製造及び販売部門 １１９（２６） 

全社共通部門 ６（ ４） 

合計 １２５（３０） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） １１０（２２） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられ、設備投資は増加基調が続き、前半は国内民間需要を

中心に、後半は外需中心に堅調に推移し、景気回復期間は戦後2番目の長さを記録しました。こうした需給環境の改善が続く中、

消費者物価は緩やかな上昇を続け、日銀はゼロ金利政策を解除するなど、全般にデフレ脱却傾向にありました。 

 このような経済情勢下、当社グループを取り巻く事業環境は厳しいものがありましたが、積極的な営業活動を展開するととも

に経営全般の効率化に努めました結果、業績は全般に堅調に推移いたしました。 

売上高は３，９７６百万円(前年同期比12.2%増)をあげることとなり、利益面におきましても売上原価、経費の削減に努めまし

た結果、営業利益１３２百万円(前年同期は４２百万円の営業損失)を計上することとなった他、経常利益１５１百万円(前年同期

比492.1%増)、中間純利益７１百万円(前年同期は２百万円の中間純損失）となりました。 

 事業の部門別業績は、産業用機械部門の売上は製剤機３６５百万円(前年同期比14.3%減)、検査装置１７７百万円(同48.0%減)

と低調でありましたが、他の品目は一連ライン１，１６５百万円(前年同期比1.5%減)、充填機６４７百万円(同205.4%増)、包装

機３６５百万円(同29.9%増)と前年同期並み、若しくは前年を上回り、好調に推移いたしました。その他部門につきましては、売

上高合計が２９７百万円(0.2%増)でありました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前中間純利益が１６６

百万円(前年同期比534.8%増)であった他、売上債権の減少２５６百万円、仕入債務の増加２１２百万円、有価証券の償還による

収入２００百万円等により増加したものの、たな卸資産の増加２３２百万円、前渡金の増加１９９百万円、法人税等の支払１１

４百万円、投資有価証券の取得２０４百万円等による減少もあり、当中間連結会計期間末には２，６９６百万円(前期末比0.5%

増)となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、取得した資金は２１０百万円となりました。 

これは、たな卸資産の増加２３２百万円、前渡金の増加１９９百万円、法人税等の支払１１４百万円等により減少したもの

の、売上債権の減少２５６百万円、仕入債務の増加２１２百万円、税金等調整前中間純利益１６６百万円等により増加したも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は９４百万円となりました。 

これは、有価証券の償還による収入２００百万円等があったものの、投資有価証券の取得による支出２０４百万円、有価証券

の取得による支出１３２百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は１０３百万円となりました。 

これは配当金の支払額９９百万円、自己株式の取得による支出２０百万円等によるものです。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、特定セグメントの割合が高く、事業の種類別セグメントを記載していないため、

事業部門別の状況を記載しております。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は売上原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％） 

産業用機械部門 ３，０９３，２２７ １２４．４ 

（一連ライン） （９１７，４２１） （  ９６．1） 

（製剤機） （３５２，３４２） （３４０．１） 

（充填機） （４６０，２２０） （１６３．７） 

（検査装置） （２２１，８４２） （ ７９．３） 

（包装機） （３４８，７１４） （１４８．６） 

（部品） （４７３，６０７） （１８４．１） 

（改造・調整・修理） （３１９，０７８） （ ８５．０） 

その他部門 ２５７，１３９ １０６．２ 

合計 ３，３５０，３６７ １２２．８ 

事業部門 受注高（千円） 
前年同期比
（％） 

受注残高（千円）
前年同期比 
（％） 

産業用機械部門 ３，４２４，７１４ １０２．２ ５，６２０，１４０ １１４．７ 

（一連ライン） （  ９９５，６００） （１９７．３） （２，９０９，２２０） （１６１．３）

（製剤機） （   ３８，０８９） （ １５．１） （  ３２４，９３１） （１５１．８）

（充填機） （  ５２２，０４５） （１９８．８） （  ４２７，２５０） （ ５６．１）

（検査装置） （  ３１４，１５３） （１０２．６） （  ３９３，６００） （ ９４．１）

（包装機） （  ４９１，５６１） （ ４１．４） （  ９６９，６２０） （ ７９．６）

（部品） （  ４５４，０６４） （１０２．５） （  ２３０，１８３） （ ６４．８）

（改造・調整・修理） （  ６０９，２００） （１５４．４） （  ３６５，３３４） （２８０．３）

その他部門 ４８１，９１１ １３８．８ ２８６，９２９ ２８２．３ 

合計 ３，９０６，６２６ １０５．６ ５，９０７，０７０ １１８．１ 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における研究開発費は、総額３，０４５千円であり、その主なものはＰＶＣ（ポリ塩化ビニール）、ＰＰ

（ポリプロピレン）の両フィルムに対応可能なブリスター包装機（商標名PRESTA）に係るもの８５６千円等であります。 

  

  

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％） 

産業用機械部門 ３，６７８，２８８ １１３．４ 

（一連ライン） （１，１６５，７００） （ ９８．５） 

（製剤機） （  ３６５，２５７） （ ８５．７） 

（充填機） （  ６４７，８９５） （３０５．４） 

（検査装置）    （  １７７，１１２） （ ５１．４） 

（包装機） （  ３６５，８１１） （１２９．９） 

（部品） （  ５４１，０８３） （１３２．７） 

（改造・調整・修理） （  ４１５，４２９） （１０６．６） 

その他 ２９７，７２７ １００．２ 

合計 ３，９７６，０１５ １１２．２ 

  
相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  
日本ビーシージー製造
株式会社 

6,735 0.2 454,216 11.4 

  
株式会社ジェイ・オー・ 
ファーマ 

608,081 17.2 44,781 1.1 

  大鵬薬品工業株式会社 403,777 11.4 33,579 0.8 



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）株式分割（1：1.2）によるものであります。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 17,000,000 

計 17,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月18日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,320,320 8,320,320
株式会社ジャスダック証
券取引所 

－ 

計 8,320,320 8,320,320 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日 
（注） 

1,386,320 8,320,320 － 669,700 － 695,975



(4）【大株主の状況】 

  

 （注）上記のほか、自己株式が363千株あります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権2個)が含まれております。 

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＭＴＣ社員持株会 大阪市北区天神橋７丁目１－10 1,055 12.7 

有限会社エム・ティ・シー開
発 

大阪市北区天神橋７丁目１－10 1,043 12.5 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 366 4.4 

エスジーエスエスエスジービ
ーティールクス 
（常任代理人 香港上海銀行 
       東京支店） 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD
HAUSSMANN PARIS-FRANCE 
  
(東京都中央区日本橋３－１１－１) 

314 3.8 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 293 3.5 

三浦 隆 兵庫県芦屋市 205 2.5 

竹田 和平 名古屋市天白区 204 2.5 

三浦 雅子 兵庫県芦屋市 199 2.4 

豊田 容梨子 兵庫県西宮市 174 2.1 

森崎 真規子 兵庫県西宮市 173 2.1 

計 － 4,030 48.4 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  363,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,931,700 79,317 － 

単元未満株式 普通株式  24,720 － － 

発行済株式総数 8,320,320 － － 

総株主の議決権 － 79,317 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 役員の異動につきましては、該当事項はありません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 
ミューチュアル 

大阪市北区天神橋 
7丁目1－10 

363,900 － 363,900 4.4 

計 － 363,900 － 363,900 4.4 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 710 684 643 613 570 545 

最低（円） 627 629 550 545 530 482 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   2,876,232 2,778,451 2,766,662 

２．受取手形及び売掛
金 

※３ 2,194,847 2,675,268 2,931,907 

３．有価証券   557,998 231,703 247,656 

４．たな卸資産   1,440,255 1,384,235 1,151,440 

５．前渡金   452,996 542,525 343,035 

６．繰延税金資産   90,835 118,876 117,166 

７．その他   76,730 35,739 119,510 

貸倒引当金   △305 △861 △1,422 

流動資産合計   7,689,590 67.1 7,765,940 66.1 7,675,956 66.2

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物   309,473  293,513 298,247  

(2）機械装置及び運
搬具 

  130,590  98,646 115,474  

(3）土地   335,780  335,780 335,780  

(4）その他   15,911 791,756 15,081 743,022 13,616 763,118 

２．無形固定資産   23,564 21,764 22,664 

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券   1,978,940  2,099,614 2,039,245  

(2）長期貸付金   58,489  75,835 79,397  

(3）繰延税金資産   174,613  171,377 151,609  

(4) 長期性預金 ※２ －  601,200 601,500  

(5）その他 ※２ 749,573  266,467 263,625  

貸倒引当金   △1,746 2,959,871 △1,733 3,212,761 △1,750 3,133,628 

固定資産合計   3,775,192 32.9 3,977,547 33.9 3,919,410 33.8

資産合計   11,464,783 100.0 11,743,487 100.0 11,595,367 100.0

      



  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形及び買掛
金 

※３ 2,164,176 2,317,157 2,104,926 

２．短期借入金 ※２ 31,000 107,000 89,000 

３．未払法人税等   16,964 90,243 115,594 

４．前受金   1,057,060 996,239 962,620 

５．賞与引当金   98,257 98,480 93,177 

６．役員賞与引当金   － 5,000 － 

７．その他   108,012 120,579 151,033 

流動負債合計   3,475,471 30.3 3,734,700 31.8 3,516,352 30.3

Ⅱ 固定負債     

 １. 繰延税金負債   － 6,304 3,721 

２．退職給付引当金   322,305 346,267 342,011 

３．役員退職慰労引当
金 

  558,789 569,040 572,525 

固定負債合計   881,095 7.7 921,611 7.8 918,257 7.9

負債合計   4,356,566 38.0 4,656,311 39.6 4,434,610 38.2

      

（少数株主持分）     

少数株主持分   243,383 2.1 － － 239,298 2.1

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   669,700 5.8 － － 669,700 5.8

Ⅱ 資本剰余金   695,975 6.1 － － 695,975 6.0

Ⅲ 利益剰余金   5,386,618 47.0 － － 5,435,811 46.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  296,197 2.6 － － 353,579 3.0

Ⅴ 自己株式   △183,658 △1.6 － － △233,607 △2.0

資本合計   6,864,832 59.9 － － 6,921,457 59.7

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  11,464,783 100.0 － － 11,595,367 100.0

      



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金   － － 669,700 5.7 － － 

２ 資本剰余金   － － 695,975 5.9 － － 

３ 利益剰余金   － － 5,400,522 46.0 － － 

４ 自己株式   － － △253,737 △2.1 － － 

株主資本合計   － － 6,512,459 55.5 － － 

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券
評価差額金 

  － － 331,967 2.8 － － 

２ 繰延ヘッジ損益   － － △1,694 △0.0 － － 

評価・換算差額等
合計 

  － － 330,272 2.8 － － 

Ⅲ 少数株主持分   － － 244,443 2.1 － － 

純資産合計   － － 7,087,176 60.4 － － 

負債純資産合計   － － 11,743,487 100.0 － － 

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    3,542,246 100.0 3,976,015 100.0 8,063,681 100.0 

Ⅱ 売上原価    2,836,108 80.1 3,119,825 78.5 6,542,887 81.1 

売上総利益    706,138 19.9 856,190 21.5 1,520,793 18.9 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１  748,682 21.1 723,858 18.2 1,522,198 18.9 

営業利益又は
営業損失
（△） 

   △42,544 △1.2 132,332 3.3 △1,405 △0.0 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   18,930   17,048 37,617    

２．受取配当金   6,825   9,444 11,076    

３．投資有価証券
売却益 

  6,086   － 21,486    

４. 為替差益   35,566   － 72,991    

５．その他   3,712 71,121 2.0 585 27,078 0.7 6,446 149,619 1.9 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   281   295 630    

２．コミットメン
トフィー 

  2,128   2,126 4,249    

３．自己株式取得
費用 

  371   205 872    

４. 投資有価証券
償還損 

  －   1,176 －    

５．有価証券評価
損 

  －   2,162 －    

６．為替差損   －   1,813 －    

７．その他   264 3,045 0.1 477 8,257 0.2 628 6,382 0.1 

経常利益    25,530 0.7 151,153 3.8 141,831 1.8 

Ⅵ 特別利益         

１．役員退職慰労
引当金戻入益 

  －   13,650 －    

２．貸倒引当金戻
入益 

  1,146   1,021 155    

３.固定資産売却
益 

※２ － 1,146 0.0 822 15,494 0.4 － 155 0.0 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産売却
損 

※３ 435   － 435    

２．固定資産除却
損 

※４ － 435 0.0 80 80 0.0 145 581 0.0 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

   26,241 0.7 166,567 4.2 141,405 1.8 

法人税、住民
税及び事業税 

  14,401   88,735 127,558    

法人税等調整
額 

  13,431 27,832 0.8 △1,584 87,150 2.2 △27,343 100,214 1.3 

少数株主利益 
又は損失
（△） 

   873 0.0 7,769 0.2 △5,540 △0.1 

中間(当期)純
利益又は中間
純損失(△) 

   △2,464 △0.1 71,646 1.8 46,731 0.6 

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   695,975 695,975

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  695,975 695,975

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,485,372 5,485,372

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．中間（当期）純利益   － － 46,731 46,731

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．中間（当期) 純損失   2,464 －

２．配当金   84,759 84,759

３．役員賞与   11,500 11,500

４．自己株式処分差損   30 98,753 34 96,293

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  5,386,618 5,435,811

    



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

669,700 695,975 5,435,811 △233,607 6,567,878

中間連結会計期間中の変動額   

利益処分による剰余金の配当
（千円） 

 △99,930  △99,930

利益処分による役員賞与 
（千円） 

 △7,000  △7,000

中間純利益（千円）  71,646  71,646

自己株式の取得（千円）  △20,153 △20,153

自己株式の処分（千円）  △5 22 17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
  

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △35,288 △20,130 △55,418

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

669,700 695,975 5,400,522 △253,737 6,512,459

  

          評価・換算差額等   

その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等
合計 

少数株主持分
  
  

純資産合計 
  
  

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

353,579 － 353,579 239,298 7,160,756

中間連結会計期間中の変動額   

利益処分による剰余金の配当
（千円） 

  △99,930

利益処分による役員賞与 
（千円） 

  △7,000

中間純利益（千円）   71,646

自己株式の取得（千円）   △20,153

自己株式の処分（千円）   17

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
  

△21,612 △1,694 △23,306 5,145 △18,161

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△21,612 △1,694 △23,306 5,145 △73,580

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

331,967 △1,694 330,272 244,443 7,087,176



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  26,241 166,567 141,405 

減価償却費   34,396 27,869 69,710 

有価証券償還損益   △479 － △1,782 

投資有価証券売却益   △6,086 － △21,486 

有形固定資産売却損
益 

  435 △822 435 

貸倒引当金の増減額   △1,107 △578 14 

賞与引当金の増減額   9,722 5,302 4,642 

役員賞与引当金の増
減額 

  － 5,000 － 

退職給付引当金の増
減額 

  △454 4,255 19,251 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  12,893 △3,485 26,629 

受取利息及び受取配
当金 

  △25,755 △26,492 △48,694 

支払利息   281 295 630 

売上債権の増減額   1,601,518 256,638 864,457 

前受金の増減額   △13,813 33,618 △108,252 

たな卸資産の増減額   △205,322 △232,794 83,492 

仕入債務の増減額   △718,955 212,230 △778,206 

前渡金の増減額   △89,961 △199,490 19,998 

役員賞与の支払額   △11,500 △7,000 △11,500 

その他   △71,129 56,424 △59,133 

小計   540,923 297,539 201,614 

利息及び配当金の受
取額 

  24,036 27,587 48,375 

利息の支払額   △280 △295 △630 

法人税等の支払額   △340,776 △114,085 △367,764 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  223,901 210,745 △118,405 



  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △270,700 △70,700 △389,900 

定期預金の払戻によ
る収入 

  72,500 72,500 89,900 

有価証券の取得によ
る支出 

  △32,678 △132,927 △32,996 

有価証券の売却によ
る収入 

  2,323 － 2,323 

有価証券の償還によ
る収入 

  140,874 200,000 449,849 

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,816 △9,057 △11,736 

有形固定資産の売却
による収入 

  150 － 150 

投資有価証券の取得
による支出 

  △77,840 △204,320 △88,622 

投資有価証券の売却
による収入 

  37,845 － 107,250 

投資有価証券の償還
による収入 

  － 50,000 － 

貸付による支出   △27,000 － △51,000 

貸付金の回収による
収入 

  4,465 3,562 7,556 

保険積立金の払込に
よる支出 

  △6,850 △3,497 △39,906 

連結の範囲の変更 
を伴う子会社株式 
の売却による収入又
は支出 

  180,863 － 180,863 

その他   △8,851 － 8,744 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  9,283 △94,440 232,474 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   31,000 18,000 89,000 

少数株主の払込によ
る収入 

  5,000 － 5,000 

配当金の支払額   △84,759 △99,930 △84,759 

少数株主への配当金
の支払額 

  △2,450 △950 △2,450 

自己株式の取得によ
る支出 

  △46,935 △20,153 △96,887 

自己株式の処分によ
る収入 

  261 17 261 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △97,882 △103,015 △89,835 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  135,303 13,289 24,232 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,658,529 2,682,762 2,658,529 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 2,793,832 2,696,051 2,682,762 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関

する事項 

連結子会社の数   ３社 連結子会社の数   ３社 連結子会社の数   ３社 

連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  日伊包装株式会社 

株式会社ウイスト 

ファーマリード・エンジニ

アリング株式会社 

上記のうち、ファーマリ

ード・エンジニアリング株

式会社については、当中間

連結会計期間において新た

に設立したため、連結の範

囲に含めております。 

日伊包装株式会社 

株式会社ウイスト 

ファーマリード・エンジニ

アリング株式会社 

  

日伊包装株式会社 

株式会社ウイスト 

ファーマリード・エンジニ

アリング株式会社 

 平成17年４月４日付をも

ってファーマリード・エン

ジニアリング株式会社を設

立いたしました。 

これにともない、同社を連

結範囲に含めております。 

２．連結子会社の中

間決算日（決算

日）等に関する

事項 

連結子会社のうちファーマリ

ード・エンジニアリング株式

会社の中間決算日は７月31日

であります。 

 中間連結財務諸表の作成に

当たっては、中間決算日現在

の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整

を行っております。 

同左 連結子会社のうちファーマリ

ード・エンジニアリング株式

会社の決算日は１月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成に当た

っては、決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただ

し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連

結上必要な調整を行っており

ます。 

３．会計処理基準に

関する事項 

      

(1）重要な資産の

評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

(イ)その他有価証券で時価

のあるもの 

(イ)その他有価証券で時価

のあるもの 

(イ)その他有価証券で時価

のあるもの 

   中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております。 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。） 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法によってお

ります。 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。） 

  (ロ)その他有価証券で時価

のないもの 

(ロ)その他有価証券で時価

のないもの 

(ロ)その他有価証券で時価

のないもの 

   移動平均法による原価

法によっております。 

同左 同左 

  ② デリバティブ取引 ② デリバティブ取引 ② デリバティブ取引 

   時価法により評価してお

ります。 

同左 同左 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  商品：主として個別法に

よる原価法によっ

ております。 

同左 同左 

  仕掛品：主として個別法

による原価法に

よっておりま

す。 

    

  原材料：主として移動平

均法による原価

法によっており

ます。 

    

(2）重要な減価償

却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）につい

ては定額法によっておりま

す。 

 主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 

14年～47年 

機械装置及び運搬具 

５年～13年 

同左 同左 

  ② 無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

② 無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

② 無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

   社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法

によっております。 

同左 同左 

(3）重要な引当金

の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上し

ております。 

同左 同左 

  ③  ――――― ③ 役員賞与引当金 ③  ――――― 

      役員賞与の支出に備えて 

 当連結会計年度における支

 給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しており

ます。 

 （会計方針の変更） 

  当中間連結会計期間より 

 「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

 平成17年11月29日）を適用

しております。 

  これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ

5,000千円減少しておりま

す。 

  

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計期

間末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき当中間期末において発

生していると認められる額

を計上しております。な

お、退職給付引当金の対象

従業員が300名未満である

ため、簡便法によっており

ます。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、

退職給付引当金の対象従業

員が300名未満であるた

め、簡便法によっておりま

す。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 ⑤ 役員退職慰労引当金 ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

同左  役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

(4）重要な外貨建

の資産又は負

債の本邦通貨

への換算の基

準 

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 



 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会
計の方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  

  繰延ヘッジ処理によってお 
 ります。また、為替変動リス 
 クのヘッジについて振当処理 
 の要件を充たしている場合に 
 は振当処理を採用しておりま
す。 

同左
  
  
  
  
  
  

同左 
  
  
  
  
  
  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：為替予約・

金利スワッ

プ 

同左 同左 

  ヘッジ対象：外貨建売上

債権・仕入

債務・外貨

建予定取引

及び債券 

    

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   ヘッジ対象に係る為替相

場変動リスク及び金利リス

クを一定範囲内でヘッジし

ております。 

同左 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

同左 同左 

(6）その他中間連

結財務諸表

（連結財務諸

表）作成のた

めの基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

４．中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書（連結キャ

ッシュ・フロー

計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

――――――――― 

――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,844,426千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

――――――――― 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 「コミットメントフィー」は前中間連結会計期間まで

営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

が、営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲

記いたしました。なお、前中間連結会計期間における当

該金額は、1,392千円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付による支

出」及び「貸付金の回収による収入」は、前中間連結会

計期間は純額で表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため、総額で表示しております。なお、前中間連

結会計期間における「貸付による支出」は8,000千円で

あり、「貸付金の回収による収入」は、5,935千円であ

ります。 

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「長期性預金」は資

産合計額の100分の5を超えることとなったため区分掲

記することに変更しました。なお、前中間連結会計期

間における「長期性預金」の金額は501,200千円であり

ます。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は618,163千円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は675,500千円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は651,307千円でありま

す。 

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務 

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務 

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

投資その他の

資産 

その他(長期性

預金) 

  

200,000千円 

計 200,000 

投資その他の

資産 

長期性預金 

  

  

200,000千円 

計 200,000 

投資その他の

資産 

長期性預金 

  

  

200,000千円 

計 200,000 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 31,000千円 

計 31,000 

短期借入金 107,000千円 

計 107,000 

短期借入金 75,000千円 

計 75,000 

※３   ――――― ※３ 中間連結会計期間末日満期

手形 

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

当中間連結会計期間の末日が

金融機関の休日でありました

が、満期日に決済が行われた

ものとして処理しておりま

す。当中間連結会計期間末日

満期手形の金額は、次のとお

りであります。 

受取手形 162,782千円 

支払手形  24,160千円 

※３    ――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 
  

  

サービス費 112,416千円

給与及び賞与 186,195 

賞与引当金繰入額 45,149 

退職給付費用 4,106 

役員退職慰労引当
金繰入額 

13,735 

  

  

サービス費 102,103千円

給与及び賞与 197,286 

賞与引当金繰入額 47,269 

退職給付費用 13,293 

役員退職慰労引当
金繰入額 

12,864 

貸倒引当金繰入額 169千円

サービス費 245,945 

給与及び賞与 412,530 

賞与引当金繰入額 46,293 

退職給付費用 20,292 

役員退職慰労引当
金繰入額 

27,471 

※２   ────── ※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

※２   ────── 

  機械装置及び運搬
具 

822千円   

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

※３   ────── ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置及び運搬
具 

435千円
  

機械装置及び運搬
具 

435千円

※４    ────── ※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 
        

  

機械装置及び運搬
具 

33千円

その他 47 

  

機械装置及び運搬
具 

145千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加1,386千株は、株式分割による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加92千株は、株式分割による増加54千株、市場買付による増加37千株等であります。 

  

   ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

３. 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（千株） 

発行済株式 

普通株式 （注）１ 6,933 1,386 - 8,320 

合計 6,933 1,386 - 8,320 

自己株式 

普通株式 （注）２ 271 92 0 363 

合計 271 92 0 363 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 99,930 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,876,232千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△82,400 

現金及び現金同等
物 

2,793,832 

現金及び預金勘定 2,778,451千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△82,400 

現金及び現金同等
物 

2,696,051 

現金及び預金勘定 2,766,662千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△83,900 

現金及び現金同等
物 

2,682,762 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 

種類 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 476,389 1,000,258 523,869 

(2）債券 

① 国債・地方債 21,572 20,165 △1,407 

② 社債 1,482,069 1,465,562 △16,506 

(3）その他 32,678 32,808 129 

合計 2,012,709 2,518,794 506,084 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

① マネー・マネージメント・ファンド 15,144 

② 非上場株式 3,000 

種類 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 438,037 1,022,590 584,552 

(2）債券 

① 国債・地方債 21,566 21,353 △213 

② 社債 1,119,572 1,102,671 △16,901 

(3）その他 32,678 32,163 △515 

合計 1,611,856 2,178,777 566,921 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いてお

ります。 

  

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いてお

ります。 

  

  

  次へ 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

① マネー・マネージメント・ファンド 26,151 

② キャッシュ・リザーブ・ファンド 123,388 

③ 非上場株式 3,000 

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 433,166 1,085,170 652,003 

(2）債券 

① 国債・地方債 21,569 20,572 △997 

② 社債 1,173,843 1,130,192 △43,650 

(3）その他 32,678 31,758 △920 

合計 1,661,258 2,267,693 606,434 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

① マネー・マネージメント・ファンド 16,208 

② 非上場株式 3,000 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨 為替予約取引 69,791 70,340 548 



（ストックオプション関係） 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 産業用機械事業の売上高、営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合

がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

  （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

     ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

       (1) 北 米……………米国、カナダ、プエルトリコ 

       (2) アジア……………香港、中国、韓国、台湾、ASEAN諸国 

       (3) 欧 州……………EU諸国 

     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 

  北米 アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）   2,108   193,665    300  196,074 

Ⅱ 連結売上高（千円）   －   －   － 8,063,681 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
  0.0   2.4   0.0   2.4 



（１株当たり情報） 

  

（注） １株当たり中間（当期）純利益又は1株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,021円36銭

１株当たり中間純損失 0円36銭

  

１株当たり純資産額 860円03銭

１株当たり中間純利益 8円97銭

１株当たり純資産額 1,037円89銭

１株当たり当期純利益 5円90銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、1株当たり

中間純損失であり、また潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成18年４月１日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

  

前中間連結
会計期間 

前連結会計年
度 

1株当たり 
純資産額 

967円00銭 

1株当たり 
中間純利益 

21円56銭 

1株当たり 
純資産額 

1,018円23銭 

1株当たり 
当期純利益 

65円80銭 

  

前中間連結
会計期間 

前連結会計年
度 

1株当たり 
純資産額 

851円13銭 

1株当たり 
中間純損失 

0円30銭 

1株当たり 
純資産額 

864円91銭 

1株当たり 
当期純利益 

4円92銭 

  

前連結会計年度

1株当たり 
純資産額 

1,018円23銭 

1株当たり 
当期純利益 

65円80銭 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（千円） △2,464 71,646 46,731 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 7,000 

（うち利益処分による取締役賞与） （－） （－） （7,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
又は中間純損失（△）（千円） 

△2,464 71,646 39,731 

期中平均株数（千株） 6,764 7,986 6,731 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― 

  

  

  

  

―――――――― 

  

 平成18年２月20日開催の取締役会

において、下記のとおり株式の分割

を決議し、株式分割による新株を発

行いたしました。 

 この結果、平成18年４月１日付で

発行株式総数は8,320,320株となって

おります。 

(1)  平成18年４月１日付をもって

普通株式1株を1.2株に分割いた

します。 

 ① 分割により増加する株式数 

    普通株式 1,386,720株 

 ② 分割方法 

    平成18年３月31日最終の株 

    主名簿及び実質株主名簿に 

記載又は記録された株主の

所有株式数を、1株につき

1.2株の割合をもって分割す

る。 

 (2) 配当起算日 

    平成18年４月１日 

  当該株式分割が前期首に行われ  

 たと仮定した場合の前連結会計年 

 度における1株当たり情報及び当期 

 首に行われたと仮定した場合の当 

連結会計年度における1株当たり情 

報は、それぞれ以下の通りとなり 

ます。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資

産額 

848円53銭 

1株当たり当期

純利益 

   54円83銭 

1株当たり純資

産額 

864円91銭 

1株当たり当期

純利益 

    4円91銭 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,747,548  2,584,913 2,681,548  

２．受取手形 ※４ 939,462  1,228,529 976,248  

３．売掛金   1,236,466  1,355,309 1,859,981  

４．有価証券   515,545  14,955 214,330  

５．たな卸資産   1,204,472  1,258,197 1,098,204  

６．前渡金   497,696  542,028 342,535  

７．その他   130,057  137,040 127,975  

貸倒引当金   △652  △274 △850  

流動資産合計    7,270,596 67.6 7,120,700 65.0  7,299,974 66.6

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   287,729  273,606 277,472  

(2）機械及び装置   121,243  89,719 105,754  

(3）土地   248,253  248,253 248,253  

(4）その他   19,103  17,667 17,398  

計   676,330  629,247 648,878  

２．無形固定資産   15,363  13,563 14,463  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   1,673,816  1,939,097 1,766,375  

(2）その他 ※２ 1,125,817  1,256,377 1,238,924  

貸倒引当金   △1,686  △1,677 △1,692  

計   2,797,948  3,193,796 3,003,607  

固定資産合計    3,489,641 32.4 3,836,607 35.0  3,666,949 33.4

資産合計    10,760,238 100.0 10,957,308 100.0  10,966,924 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 ※４ 1,385,700  1,388,384 1,353,262  

２．買掛金   654,286  776,094 741,710  

３．未払法人税等   8,251  89,258 99,678  

４．前受金   1,017,596  923,198 919,860  

５．賞与引当金   83,000  82,000 82,000  

６．役員賞与引当金   －  5,000 －  

７．その他   94,163  103,002 133,818  

流動負債合計    3,242,998 30.1 3,366,939 30.7  3,330,329 30.4

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   311,703  333,906 330,830  

２．役員退職慰労引当
金 

  499,865  520,856 510,360  

固定負債合計    811,568 7.6 854,762 7.8  841,191 7.6

負債合計    4,054,566 37.7 4,221,702 38.5  4,171,521 38.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    669,700 6.2 － －  669,700 6.1

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   695,975  － 695,975  

資本剰余金合計    695,975 6.4 － －  695,975 6.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   39,500  － 39,500  

２．任意積立金   5,020,782  － 5,020,782  

３．中間（当期）未処
分利益 

  176,593  － 263,916  

利益剰余金合計    5,236,875 48.7 － －  5,324,199 48.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   286,779 2.7 － －  339,136 3.1

Ⅴ 自己株式    △183,658 △1.7 － －  △233,607 △2.1

資本合計    6,705,672 62.3 － －  6,795,403 62.0

負債・資本合計    10,760,238 100.0 － －  10,966,924 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 669,700 6.1  － －

２ 資本剰余金       

(1)資本準備金   －  695,975 －  

資本剰余金合計    － － 695,975 6.4  － －

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   －  39,500 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  305 －  

別途積立金   －  5,020,000 －  

繰越利益剰余金   －  244,420 －  

利益剰余金合計    － － 5,304,225 48.4  － －

４ 自己株式    － － △253,737 △2.3  － －

株主資本合計    － － 6,416,162 58.6  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 321,138 2.9  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － △1,694 △0.0  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 319,443 2.9  － －

純資産合計    － － 6,735,606 61.5  － －

負債純資産合計    － － 10,957,308 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,442,585 100.0 3,767,765 100.0 7,752,328 100.0

Ⅱ 売上原価    2,780,794 80.8 2,974,482 78.9 6,290,921 81.1

売上総利益    661,790 19.2 793,283 21.1 1,461,407 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    680,373 19.7 652,346 17.3 1,367,161 17.7

営業利益又は 
営業損失（△） 

   △18,582 △0.5 140,936 3.8 94,245 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  59,927 1.7 22,126 0.5 112,976 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,199 0.1 4,682 0.1 6,292 0.1

経常利益    38,145 1.1 158,380 4.2 200,930 2.6

Ⅵ 特別利益 ※３  359 0.0 1,413 0.0 155 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  435 0.0 80 0.0 581 0.0

税引前中間（当期）
純利益 

   38,069 1.1 159,714 4.2 200,504 2.6

法人税、住民税及び
事業税 

  5,000  87,000 108,000  

法人税等調整額   14,089 19,089 0.6 △14,247 72,752 1.9 △13,802 94,197 1.2

中間（当期）純利益    18,979 0.5 86,961 2.3 106,307 1.4

自己株式処分差損    △30 － △34 

前期繰越利益    157,643 － 157,643 

中間（当期）未処分
利益 

   176,593 － 263,916 

         



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

669,700 695,975 695,975 39,500 782 5,020,000 263,916 5,324,199 △233,607 6,456,266

中間会計期間中の変動額     

利益処分による特別償却準備金
の取崩（千円） 

  △318 318 -  -

 特別償却準備金の取崩（千円）   △159 159 -  -

利益処分による剰余金の配当
（千円） 

  △99,930 △99,930  △99,930

利益処分による役員賞与 
（千円） 

  △7,000 △7,000  △7,000

中間純利益（千円）   86,961 86,961  86,961

自己株式の取得（千円）    △20,153 △20,153

自己株式の処分（千円）   △5 △5 22 17

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

- - - - △477 - △19,496 △19,973 △20,130 △40,104

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

669,700 695,975 695,975 39,500 305 5,020,000 244,420 5,304,225 △253,737 6,416,162

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

  
評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

339,136 -  339,136 6,795,403

中間会計期間中の変動額     

利益処分による特別償却準備金
の取崩（千円） 

    -

特別償却準備金の取崩（千円）     -

利益処分による剰余金の配当
（千円） 

    △99,930

利益処分による役員賞与 
（千円） 

    △7,000

中間純利益（千円）     86,961

自己株式の取得（千円）     △20,153

自己株式の処分（千円）     17

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円） 

△17,998 △1,694  △19,693 △19,693

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△17,998 △1,694  △19,693 △59,797

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

321,138 △1,694  319,443 6,735,606



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

  移動平均法による原価

法によっております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っております。 

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っております。 

   （評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。） 

決算日の市場価格等に

基づく時価法によって

おります。 

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法によっております。 

同左 同左 

  (2）デリバティブ取引 (2）デリバティブ取引 (2）デリバティブ取引 

   時価法により評価してお

ります。 

同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  商品、仕掛品 商品、仕掛品 商品、仕掛品 

  個別法による原価法に

よっております。 

同左 同左 

  原材料 原材料 原材料 

  移動平均法による原価

法によっております。 

同左 同左 

  貯蔵品     

  最終仕入原価法によっ

ております。 

    

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については

定額法によっております。 

 主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物     14年～47年 

機械及び装置 ５年～13年 

同左 同左 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

(2）無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

(2）無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

   社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法

によっております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上し

ております。 

同左 同左 

  (3)   ――――― (3) 役員賞与引当金 (3)   ――――― 

     役員賞与の支出に備えて

当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

 平成17年11月29日）を適

用しております。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ5,000千円

減少しております。 

  

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備え

るため、当中間会計期間末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、退職給付引当金の

対象従業員が300名未満で

あるため、簡便法によって

おります。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、退職給付引当金の

対象従業員が300名未満で

あるため、簡便法によって

おります。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

同左  役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

４．外貨通貨の資産

及び負債の本邦

通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．ヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。また、為替変動

リスクのヘッジについて振

当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を採用

しております。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：為替予約・ 

        金利スワッ 

        プ 

  ヘッジ対象：外貨建売上

債権・仕入

債務・外貨

建予定取引

及び債券 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  ヘッジ対象に係る為替相 

場変動リスク及び金利リス 

クを一定範囲内でヘッジし 

ております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

同左 同左 

６．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

――――――― 

  

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,737,300千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

  

――――――― 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        422,083千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        477,197千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        454,041千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 
  
投資その他の資産 

その他 

(長期性預金) 

 

200,000千円

計 200,000 

  
投資その他の資産

その他 

(長期性預金) 

 

200,000千円

計 200,000 

投資その他の資産 

その他 

(長期性預金) 

 

200,000千円

計 200,000 

 子会社の短期借入金31,000千

円の担保に供しております。 

 子会社の短期借入金107,000

千円の担保に供しております。 

子会社の短期借入金75,000千

円の担保に供しております。 

 ３    ――――― ３    ―――――   ３ 偶発債務 

     保証債務 

     次の関係会社について、金 

    融機関からの借入に対し債務 

    保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

株式会社

ウイスト

14,000

千円 

借入 

債務 

※４   ――――― ※４ 中間期末日満期手形 

  中間期末日満期手形の処理 

については、当中間会計期間 

の末日は金融機関の休日でし 

たが、満期日に決済が行われ 

たものとして処理しておりま 

す。当中間期末日満期手形の 

金額は次のとおりでありま 

す。 

受取手形   162,782千円 

支払手形    24,160千円 

※４   ――――― 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加92千株は、株式分割による増加54千株、市場買付による増加37千株等であります。 

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  
受取利息 1,158千円

有価証券利息 10,229 

受取配当金 9,158 

為替差益 35,566 

  
受取利息 992千円

有価証券利息 9,347 

受取配当金 10,448 

    

受取利息 2,632千円

有価証券利息 19,326 

受取配当金 12,033 

為替差益 72,991 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

  

支払利息 259千円

コミットメント
フィー 

2,128 

  
支払利息 59千円

コミットメント
フィー 

2,126 

為替差損 1,813 
  

支払利息 366千円

コミットメント
フィー 

4,249 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 
  

  
貸倒引当金戻入益 359千円

  
貸倒引当金戻入益 590千円

固定資産売却益  

 機械及び装置 822 

  
貸倒引当金戻入益  155千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

────── 固定資産除却損   

車両運搬具 33千円 

工具、器具及び

備品 
47 

固定資産売却損   

機械及び装置 435千円 

    固定資産除却損   

車両運搬具 145千円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  
有形固定資産 32,416千円

無形固定資産 900 

  
有形固定資産 25,932千円

無形固定資産 900 

有形固定資産 65,642千円 

無形固定資産 1,800 

  前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

普通株式（注） 271 92 0 363 

合計 271 92 0 363 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 997円68銭

１株当たり中間純利益 2円81銭

 

１株当たり純資産額 846円56銭

１株当たり中間純利益 10円89銭

１株当たり純資産額 1,018円97銭

１株当たり当期純利益 14円75銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成18年４月１日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行

っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の１株

当たりの情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 
  
前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

902円17銭 

１株当たり 
中間純利益 

19円37銭 

１株当たり 
純資産額 

992円10銭 

１株当たり 
当期純利益 

105円80銭 

 
前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

831円40銭 

１株当たり 
中間純利益 

2円34銭 

１株当たり 
純資産額 

849円14銭 

１株当たり 
当期純利益 

12円29銭   

１株当たり純資産額 

992円10銭 

１株当たり当期純利益 

105円80銭 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 18,979 86,961 106,307 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 7,000 

（うち利益処分による取締役賞与） （－） （－） （7,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（千円） 

18,979 86,961 99,307 

期中平均株数（千株） 6,764 7,986 6,731 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― 

  

  

  

  

―――――― 

  

平成18年２月20日開催の取締役会

において、下記のとおり株式の分割

を決議し、株式分割による新株を発

行いたしました。 

 この結果、平成18年４月１日付で

発行株式総数は8,320,320株となって

おります。 

(1)  平成18年４月１日付をもって

普通株式1株を1.2株に分割いた

します。 

 ① 分割により増加する株式数 

    普通株式 1,386,720株 

 ② 分割方法 

    平成18年３月31日最終の株 

    主名簿及び実質株主名簿に 

記載又は記録された株主の

所有株式数を、1株につき

1.2株の割合をもって分割す

る。 

 (2) 配当起算日 

    平成18年４月１日 

  当該株式分割が前期首に行われた 

と仮定した場合の前事業年度におけ 

る1株当たり情報及び当期首に行わ 

れたと仮定した場合の当事業年度に 

おける1株当たり情報は、それぞれ 

以下の通りとなります。 

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資

産額 

826円75銭 

1株当たり当期

純利益 

   88円17銭 

1株当たり純資

産額 

849円14銭 

1株当たり当期

純利益 

   12円29銭 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第62期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出 

(2) 自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月３日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月２日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月３日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年８月10日 至 平成18年８月31日）平成18年９月８日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月４日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月２日近畿財務局長に提出 

   報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月５日近畿財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年12月22日 

株式会社 ミューチュアル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 土田 秋雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ミューチュアルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ミューチュアル及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年12月18日 

株式会社 ミューチュアル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 土田 秋雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ミューチュアルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ミューチュアル及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年12月22日 

株式会社ミューチュアル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 土田 秋雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 美樹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ミューチュアルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ミューチュアルの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年12月18日 

株式会社ミューチュアル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 土田 秋雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 美樹  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ミューチュアルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ミューチュアルの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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